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1．子どもの貧困問題の諸相
　子どもの貧困問題が、大人のそれよりも深刻か
つ根深い問題であるのは、幼少時の経済的困窮
が、生活環境にも悪影響を及ぼすだけでなく、教
育や就職など人生の選択肢を狭め、機会の不平
等をもたらす大きな要因になるからである。
　たとえば、虐待が行われた家庭の状況には、
常に経済的困難がつきまとう（東京都福祉保健局  
2005）。また、道中（2009）による丹念な生活保
護ケースワークの研究によれば、世帯主の貧困の
世代間継承率は約25％で、母子世帯に限るとその
割合は40％にも達する。こうした傾向は世界的に
も同様で、OECD（2008a）は、所得の不平等度（ジ
ニ係数）が大きい国ほど、貧困の世代間継承がお
こりやすいことを明らかにしている。
　知識経済社会においては、教育による国民の人
的資源の引き上げは重要な政策課題である。しか
し、OECD（2008a）によれば、教育達成度の低
い親の子どものPISAテスト成績は相対的に悪く、
特に数学的リテラシーでその傾向が顕著にあらわ
れるという。親の経済力と学力の問題は、日本で
も耳塚・牧野ら（2007）による子どもの学力と親
の所得水準の調査によって、親の収入階層が子ど
もの成績や勉強時間に影響を及ぼし、子どもの大
学進学率をも左右していることが明らかにされて
いる。さらに、文部科学省によれば、2008年度
の全国の大学と短大、高等専門学校で「経済的
な理由」で中途退学した者の割合は15.6％で増加
傾向にあるものの、大学や高校の経済的支援策
の拡充は遅れがちで、親の貧困が潜在的な貧困
予備群をつくりだす状況が続いている。

2．子どもの貧困問題を解消するために
　子どもの貧困を解消するには、親の経済状況を
改善するための雇用政策や両立支援策、直接的な
子育て費用の軽減となる児童手当や扶養控除など
の現金給付、機会の平等を確保するための教育費
の軽減や選択を増やすなど、収入増加のための支
援策があげられる。
　OECDの推計1によれば、日本の2005年時点の
教育関係支出は対GDP3.2％（OECD平均4.8％）、
家族給付支出は対GDP比の1.3％（OECD平均
2.3％）とどちらも低い水準にあり、親の経済力が
子どもの選択肢に直結しやすい構造になっている。
また、家族給付支出の構造をみると、現金給付（児
童手当など）が0.3％（OECD平均1.3％）、家族サ
ービス（保育サービスなど）0.5％（同平均0.8％）、
家族控除（税制上の扶養控除など）が0.5％（同平
均0.2％）と、現金給付が極端に低く、家族控除
が倍以上に高いという、扶養控除に重きをおいて
いるのが特徴である。
　図1は、OECD調査による各国の家族政策支出

（現金給付、サービス給付、家族給付）の対GDP
比（2005年）と子どもの貧困率（2000年代半ば）
の関係2をグラフにあらわした結果である。おおむ
ね家族政策支出が多い国ほど、子どもの貧困率は
低い傾向がみられる。これをさらに、現金給付（児
童手当など）、家族サービス（保育サービスなど）、
家族控除（税制上の控除）にわけて、子どもの貧
困率との相関をとると、以下のようになる（図2〜4
参照）。
　図2〜 4を見る限り、子どもの貧困率の改善に
効果がある財政政策は、家族サービスが最も高く、
ついで現金給付という順番になる。皮肉にも、こ
れまで日本の経済的支援の中心だった家族控除は
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ほとんど相関がない、もしくは緩い右上がりの関
係であり、子どもの貧困対策という視点に限っては、
他の政策より効果が乏しいことが分かる。もう一
つ注目すべきことは、子どもの貧困問題の改善に
は現金給付よりも家族サービスのほうが寄与すると
いう点である。OECDの同データベースでは、16
歳以下の子どものもつ母親の有業率と子どもの貧
困率は負の相関があり、安定的な親の継続雇用と
収入が子どもの経済状況に寄与することを明らか
にされている。
　日本では、母子世帯の貧困問題が古くから問題
視されてきたが、OECD（2008b）で公表された
2000年代半ばの児童の貧困率は、OECD平均が
12.3％であるのに対し、日本は13.7％でOECD調
査対象国30か国中12番目の高さとなっている。同
論文によれば、ひとり親世帯の貧困率は、親が就
労している場合が60.1％、非就労では58.4％と、
OECD平均のそれぞれ53.7％、19.9％であるのに
比べ、特に就労しているひとり親世帯の貧困率が
際だって高い。これは、母子世帯の母親の就労形
態が、非正規労働者が大半であるために、就労が
経済的安定に結びつかないことが原因である。政
府は、先の児童扶養手当の見直しで、母子世帯の
就労支援を強化するとしたが、まだ十分な効果は
みえてこない。

3．民主党の子育て支援策の概要
　民主党マニフェストから子育て支援策を抜粋する
と、①子ども手当の導入、②生活保護の母子加算
の復活、③待機児童の解決、④不妊治療への保
険適用、⑤出産手当金の引き上げ、⑥公立高校
授業料相当の給付、⑦奨学金制度の充実などがあ
げられる。これまでの自民党政権に比べ、現金給
付を中心とした非常に手厚い支援策であるのが特
徴である。
　なかでも注目を浴びているのが、子ども手当の
導入である。子ども手当の支給額は1人あたり年額
31万2,000円（月額2万6,000円）で、中学卒業ま
でに、親の所得状況にかかわらずすべての世帯に
支給される。財源は全額国庫負担である。そのか
わり、現行の税制による扶養控除と配偶者控除は
廃止するが、地方税および特定扶養控除、老人
扶養控除は残存するとされている。子ども手当の
対象外となる、高校生や大学生のいる世帯に対し
ては、公立高校の授業料無償化や奨学金制度の
充実で、子育て費用の軽減に対処するとしている。
　現行の児童手当と比較すると、給付額の高さが
まず目につく。現行の児童手当は、3歳未満は出
生順位にかかわらず月額1万円、3歳以上は第1子
および第2子が月額5,000円、第3子以降が月額1万
円であるのに対し、子ども手当は月額2万6,000円
とかなりの高額になる。また、支給対象年齢につ
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いては、児童手当が0歳から小学校修了までであ
るが、子ども手当は3年長い中学校修了までであ
る。そして、子ども手当には親の所得制限がなく、
児童手当の財源は国庫、地方負担、事業主負担
で構成されているのに対し、全額国費である、と
いった違いがある。
　2010年度予算概算要求の時点で、半額支給を
予定している子ども手当支給額は2.7兆円とされて
いる。

4．子ども手当の課題
　子ども手当については、まだ具体的な制度設計
に関する情報が少ないため、マニフェストや報道
による情報から、現在考えられる課題をあげる。

（1）地方税の扶養控除、配偶者控除は残すのか
　民主党は、配偶者控除、扶養控除などの所得
控除が高額所得層に有利であり、これを基礎控
除や児童手当増額の財源にすべきという主張を行
ってきた。税制中心の減税主義からすべての人に
対する手当に振り向け、「個人所得税を性別役割
分業に固定しない税制に変え、ライフスタイルの
選択に中立な税制」「特定年齢層だけを特別扱い
しない税制を実現」という同党の主張は評価でき
る。
　控除から手当へ、あるいはINDEX2009で提
唱された税額控除導入といった流れは、所得再
分配機能を強化し、子どもの貧困問題への解消
への寄与が期待できる。また、社会保障の軸をこ
れまでの高齢者中心から、子育て世帯へとシフト
するというメッセージとも受け取れる。
　しかし、マニフェストによれば扶養控除・配偶
者控除の整理は、所得税のみに限定され、地方
税はそのまま残存されるという。さらに高校生以
上のいる特定扶養控除は、税制調査会で縮小の
方向性が検討されているとの報道はあるが、これ
も残存されるという。地方税は一律税率10％では
あるが、所得控除と手厚い子ども手当の併用は、
所得再分配の点でも不明確であるだけでなく、高
所得者世帯に対する巨額な二重給付となりかねな
い。

（2）社会保障負担の世代間・世代内の公平性
　限られた財源のなかで、どのような世帯を支援
するかは、税制や社会保障負担のあり方に直結す
る。高額な子ども手当の支給は、社会保障給付を

これまでの高齢世代から若年・子育て世帯へとシ
フトするように感じられる。しかし、老年者控除、
公的年金等控除の復活など、老齢世代の可処分
所得を増やす旨も記載されており、全体として社
会保障の費用負担を誰が負うのかが不明確となっ
ている。
　本来、税制や社会保障制度は、家族形態や就
業形態の選択に中立的であるべきであり、同じ所
得水準であれば同じ負担であるべきである。すべ
ての人が得をする制度設計はありえない。メリハリ
のない改革は財政悪化、国債発行残高の増大をも
たらし、結局は未来の子どもたちがこの費用を負
担することになる。

（3）手当額の根拠・水準
　子ども手当の月額2万6,000円という金額の根拠
である。
　日本の児童手当導入時には、その水準は子育て
費用の2分の1から3分の1を負担するとされていた
が、1980年代には財政制約の影響から厳格化さ
れ、近年は少子化対策の見地から、金額が引き上
げられてきた。しかし、児童手当導入から40年近
くたってもなお、いまだ社会が負担すべき子育て費
用の水準は、明確な決着がついていない。
　現時点では、子ども手当額の根拠は、「最低限
必要な基礎的経費」3としてしか説明されていない。
また、生活保護1級地1の「生活扶助基準」（第1類
費）3〜5歳児の月額2万6,350円を根拠としてい
るとの報道4がみられる。しかし、この第1類費生
活扶助基準は、主に各年齢の栄養所要量を参考と
しており、実際の子育て費用ではない。また、な
ぜ3〜5歳を基準とするかは疑問が残る。
　子ども未来財団（2006）によれば、0歳児から
中学校卒業までの生活費／必要費用5の合計額
（2004年価格）は約598万円（年平均39.87万円）で、
子ども手当は約78％の水準になる。生活費/必要
費用は、子どもの年齢とともに上昇するので、幼稚
園就学前では子ども手当は生活費／必要費用の
2.2倍となり、中学校では5割程度となる。むろん、
この推計には保育料や医療費は含まれておらず、
子育て費用の公私の役割分担を明確化しないと、
議論が錯綜する恐れがある。
　OECDの家族給付の調査を見ると、日本の児童
手当の給付水準（3〜12歳の第1子最高額の平均
賃金に対する割合）は、月額5,000円だった時点
で平均賃金の1％水準で、3〜4％程度が多数を占
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象を「老齢世代から子どもへのシフト」といったメ
ッセージの確立が不可欠である。ともすれば、子
ども手当の導入の賛否は、世帯類型別の損得勘定
に終始することにもなりかねない。また、これらの
財源を単なる赤字国債で賄えば、結局のところ子
どもたちへの投資ではなく、負債だけを残す結果
となるだろう。
　もう一つ重要なのは、奨学金や子ども手当だけ
で子どもは育つわけでない。親の経済的安定があ
ってこその制度である。能力開発や生活保護、職
業訓練等のセーフティネットとトランポリン機能の充
実が不可欠であるのは言うをまたない。

める欧米諸国6に比べ、かなり見劣りするものであ
った。しかし、仮に平均賃金の水準が変わらない
とすれば、子ども手当月額2万6,000円が導入され
れば、単純計算で給付水準は平均賃金の5.2％と
なり、北欧諸国の4％よりも高い水準になる。むろ
ん、家族給付の給付水準が10％近い国7もあるが、
これらの国 は々家族控除や家族サービスの給付水
準はかなり小さく、日本とは事情が異なる。

（4）所得制限を設けるか
　子ども手当の所得制限をめぐる問題は、総選挙
前から大きな論点となっていた。子ども手当の目的
を子どもへの支援と位置づければ、所得制限なし
の給付は妥当だが、工夫すべき点もいくつかある。
諸外国のなかでは、家族給付を所得審査なしのユ
ニバーサルな給付と所得審査を要する給付や就労
支援と組み合わせた低所得者向け給付の2段階で
行っている国もある。日本では低所得者向け給付
として児童扶養手当があるが、ほぼ母子世帯に限
定されていたり、効果的な就労支援策とはなって
いないという問題が残されている。
　「扶養控除から手当へ」という所得再分配機能
の強化を進めるのであれば、より効果を高める方
法として、①子ども手当を課税対象にし、所得税
の累進課税を利用して、高額所得者の実質的な給
付額を調整する方法、②子ども手当の給付水準を
例えば北欧諸国並の4％（月額2万円）に引き下げ、
差額と児童扶養手当と統合して、所得審査の上で
世帯類型にとらわれない低所得者向けの給付を創
設する方法などが考えられるであろう。

（5）企業、地方の負担は？
　マニフェストでは、子ども手当の財源は国費とな
っているが、現行の児童手当制度は、企業や地方
の負担が入っている。単純に児童手当を子ども手
当に振り替えれば、地方や企業の負担が軽減され
ることになるが、こうした制度変更を単なる負担軽
減策にしないような方策が必要である。

5．残された課題
　子ども手当の創設や高校の公立高校の授業料相
当分無償化、奨学金制度の充実などは、未来の
社会を担う子どもへの投資とも位置づけられる。し
かし、巨額の財源を必要とするこれらの制度の導
入には、あるべき社会保障のビジョン、支援対象を
「専業主婦世帯から共働き世帯のシフト」、給付対
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